
�．はじめに

戦後の台湾経済の特徴は労働集約的な産業に特化し，輸出志向型の経済発展を遂げてきた

ということは多くの論者が指摘するところである．これは，戦後の紡織産業についてもあては

まる．戦後の台湾紡織産業は，１９５０年代の輸入代替期において急速に生産を拡大し，国内市場

の狭隘性から１９６０年代に輸出志向への転換を図り，台湾産業の主導的部門として経済発展を

リードしてきた．１９６０年代の半ばには，紡織製品がそれまでの輸出品の第一位であった農産品

を抜き，１９８０年代に電子産業その地位を譲るまで輸出部門の第一位であり続けたことは，繊維

産業が戦後の台湾経済の牽引役であったことを物語っているが，それは輸入代替工業化の基盤

１９５０年代の台湾綿紡織業の発展
－輸入代替政策に関する考察を中心に－
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要 旨

小論では，１９５０年代の台湾紡織業に対して行われた輸入代替政策について考察を
行うものである．はじめに，戦前の台湾における綿製品の生産状況，次に１９４５～４９
年までの経済復興期の生産状況を踏まえ，１９５０年代に制定された「代紡代織制」，「配
紗弁法」，「臨時配紗弁法制定」と紡織業界の動向分析から初歩的な検討を行った．
分析から得られた結果は，�政府の手厚い保護を受けた紡績資本は，原料の確保，
製品の販路が保証され，資本蓄積を行うと同時に，綿糸・綿布の一貫生産体制を確
立し，業界内において寡占体制を形成した．�綿布業，メリヤス業といった川中・
川下部門は，綿紡績資本による寡占体制の下，綿糸価格上昇の影響を受けながら生
産活動を行ってきた．この時期の輸入代替政策の恩恵を受けたのは，１９４９年前後に
中国から渡ってきた紡績資本であり，５０年代末から輸出の担い手となった川中川下
部門と紡績資本のつながりは強くなかったといえよう．
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の上で可能であったことを見落としてはならない．

そこで，小論は輸入代替政策が採られた１９５０年代の台湾紡織業界の政策の流れと綿糸・綿布

の流通事情を整理し，戦後の台湾紡織業の発展の実相解明の一助としたい．

�．戦前の台湾紡織業

戦後の台湾紡織産業の考察に入る前に，戦前の紡織産業の状況について触れておこう．表１

は１９１１～４３年までの台湾での繊維製品の生産額と貿易額についてみたものである．各項目の割

合は，１９３０年代半ばまでは，台湾が約１割程度，日本からの移入が約８割，その他地域からの

輸入が１割程度と全体を通してその比率は変化がみられない．しかし，１９３０年代半ばを境に生

産額は急速な伸長をみせている．１９３０年と１９４０年の数値を比較すると，２，４２７，７３５円から

１１，２２７，９１３円へと約４．６倍となっている．生産額の内訳も１９３０年には１０．６％であったのが，１９４０

年には２３．１％へと増加しており，台湾における繊維製品の自給化が進んだことを物語っている．

次に１９３０～４３年までの繊維製品の生産額の推移を表２でみると，織物類，メリヤス，糸の生

産はいずれも１９３０年代半ば以降急速に伸長している．１９３０年と１９４０年の数値を比べると，糸類

については約２倍，織物類については約７倍弱，メリヤス類については約１０倍と急増してい

表１ １９１５年～１９４３年の台湾における繊維品の生産額と日本輸入状況 （単位：円）

出所：黄東之「台湾之綿紡工業」（台湾銀行経済研究室編『台湾銀行季刊』第７巻第１期，１９５４年１２月）p．２．

年度 台湾での生産 ％ 日本からの移入 ％ 日本以外からの輸入 ％ 合 計

１９１５年 ４６８，８７６ ６．９ ５，３７５，４４９ ７９．３ ９３１，３０２ １３．７ ６，７７５，６２７

１９２０年 ６９１，１２０ ６．４ ７，９２９，８７４ ７３．４ ２，１７９，１６３ ２０．２ １０，８００，１５７

１９２５年 ４，２４４，６１５ １４．５ ２０，６０３，６１１ ７０．２ ４，４９７，９２１ １５．３ ２９，３４６，１４７

１９３０年 ２，４２７，７３５ １０．６ １７，５３６，２０３ ７６．２ ３，０３４，６９３ １３．２ ２２，９９８，６３１

１９３１年 ２，０９３，９２７ ９．４ １８，１５８，４５２ ８１．４ ２，０５１，３８０ ９．２ ２２，３０３，７５９

１９３２年 ２，４４５，７９６ １０．４ １９，３８８，５６３ ８２．１ １，７６９，３９０ ７．５ ２３，６０３，７４９

１９３３年 ２，７８４，９９０ １０．２ ２１，６３３，５７９ ７８．９ ３，００２，２１２ １０．９ ２７，４２０，７８１

１９３４年 ３，１００，０１８ ９．８ ２５，０２０，９９６ ７９．１ ３，５０１，７６９ １１．１ ３１，６２２，７８３

１９３５年 ３，６０８，７９８ １０．２ ２７，９００，０１９ ７９．０ ３，８２２，８２５ １０．８ ３５，３３１，６４２

１９３６年 ４，４０７，６４１ １２．８ ２６，３６４，７８７ ７６．７ ３，６００，９６７ １０．５ ３４，３７３，３９５

１９３７年 ５，０４７，８４７ １３．４ ２９，５６４，９４１ ７８．７ ２，９３８，１１６ ７．８ ３７，５５０，９０４

１９３８年 ６，１３９，８４４ １３．０ ３８，６５０，０８２ ８１．５ ２，６１７，４１２ ５．５ ４７，４０７，３３８

１９３９年 ９，０７１，００８ ２０．３ ３２，８３５，４５０ ７３．６ ２，７１９，１８６ ６．１ ４４，６２５，６４４

１９４０年 １１，２２７，９１３ ２３．１ ３６，０６１，７６３ ７４．１ １，３５１，４３６ ２．８ ４８，６４１，１１２

１９４１年 １１，４２３，２８４ ２４．４ ３２，０６２，３５３ ６８．４ ３，３４９，２６６ ７．２ ４６，８３４，９０３

１９４２年 １１，６７０，１５７ １５．８ ６０，７７６，３５２ ８２．２ １，５２８，６９２ ２．０ ７３，９７５，２０１

１９４３年 ３９，８７０，８３３ ２，１１５，６２７
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る．１９３０年と１９４０年の綿織物と麻織物の生産量を比較すると，綿織物は約３倍弱，麻織物は約

９倍強の伸びを示している．とりわけ，両者とも１９３５年以降の伸長が著しい．綿織物と麻織物

は，この時期に自給化に向けて生産が拡大していったといえよう．

次に，１９３０年代の台湾紡織業工場数について示したのが表３である．織物業を除きそれぞれ

工場数は増加している．中でも，撚糸，製縄・網，メリヤス，縫製業の工場数の増加は著しい．

織物業の工場数は１３工場から１２工場へ減少しているにもかかわらず，生産額については約１．４

倍の伸びを示している．メリヤス業は，１９３０年には靴下の生産しか行われていなかったもの

表２ 戦前の台湾の繊維製品の生産額の推移 （単位：円）

出所：台湾省行政長官公署編『台湾省五十一年来統計提要』（台湾省行政公署統計室編，１９４６年）p．７８８より作成．

表３ １９３０年と１９３８年の台湾における紡織工場数

出所：台湾総督府殖産局『工場名簿』昭和５年，１３年度版より，筆者が作成．

糸 類 織 物 類
メリヤス類

生糸 苧麻糸 黄麻糸 その他糸類 畳用糸 合計 綿織物 麻織物 その他織物 合計

１９３０年 ６６５ ３４１，９９６ ３５，６０３ ６５，３１４ １９，６６０ ４６３，２３８ ６９１，３５３ ７００，８３６ ３，２８２ １，３９５，４７１ １３２，８６３

１９３１年 － ３４７，９０１ ２０，４２０ １０７，２１６ １０，６２０ ４８６，１５７ ４８４，９３５ ６２８，２５７ ７９２ １，１１３，９８４ １３２，２３１

１９３２年 － ４８２，０７９ １３，６２２ １２２，４８２ １０，０１２ ６２８，２２８ ５８５，０５６ ６８５，５６９ ２，０２６ １，２７２，６５１ ２００，３１４

１９３３年 ３，７９７ ４９４，３７０ １５，４１５ ７３，１６５ ２１，９３０ ６０８，４０７ ７００，００７ ８８６，５４４ ５０４ １，５８７，０５５ ２５５，１１０

１９３４年 １，５７４ ４８０，１４６ １１，９２０ ８３，７１１ ２２，９１６ ６００，２６７ ７４０，１２１１，１２７，０３９ ２０９ １，８６７，３６９ ２８３，２１６

１９３５年 － ６９４，６７７ ２，６５４ １２０，７３２ １７，２０７ ８３５，２７０ ９４０，７４０１，２４２，６８５ ２１９ ２，１８３，６４４ ２５７，６７９

１９３６年 － ６０４，９７７ ３８，７８８ ３２，５５０ ４０，０２６ ７１６，１６３ ９３６，２８５１，９６６，０７６ ６３ ２，９０２，４２４ ４０６，０１２

１９３７年 － ７０３，０２４ ７１，２１６ ８，２１８ ３９，８１７ ８２２，２７５ ８９８，０９９２，４９６，８８７ １８５ ３，３９５，１７１ ４１４，８１３

１９３８年 ４，２３８ ５６８，０１９ ６２，８０４ １４２，０２０ ３８，０２５ ８１５，１０６ ９７８，６９３３，２９７，２４０ ２１６，４０２ ４，４９２，３３５ ５７２，２２５

１９３９年 － ５４，６６３ １１６，２０８ ２８１，９６２ １７３，８７４ ６２６，７０７ １，４８６，５０３５，５６９，４６５ １７５，７７７ ７，２３１，７４５ ８３６，７５３

１９４０年 － ４７，４３６ １２６，７２２ － ２５，００５ １９９，１６３ ２，０６２，１３２６，５７３，２３２ １５１，３５６ ８，７８６，７２０１，１０６，６８６

１９４１年 ５６，０４９ ５７，９９７ １８５，２０７ １６１，５１８ ９，６００ ４７０，３７１ １，４０７，９１８７，０８３，５１３ ４２５，５９７ ８，９１７，０２８１，２３３，４８７

１９４２年 ３４６，１５０ ２０４，９５０ ２１８，５０３ １１２，８３５ ３０，５８０ ８２３，０９１ １，４１３，８４３５，８２１，１２０ ５０６，２８２ ７，７４１，２４５１，３６１，０６４

１９３０年 １９３８

製 糸 業 １ ０

紡 績 業 １ １

撚 糸 業 ４ １３

織 物 業 １３ １２

メ リ ヤ ス 業 １１ １８

製 綿 業 ２５ ３１

染 色 業 ４ ５

網 ・ 繩 製 造 ５ １７

裁 縫 業 ４８ ７３

サイザルヘンプ １ ４

合 計 １１３ １７４

１９５１９５０年代の台湾綿紡織業の発展－輸入代替政策に関する考察を中心に－（圖左）



が，１９３８年にはセーター，学生服，綿シャツといった製品が作られるようにった．製網・縄に

ついては麻縄生産が中心であったが，１９３８年にはジュート縄やヘンプ縄の生産も行われるよう

になった．縫製についてはキャラコやカッターシャツといったものも作られるようになり，多

様化した製品が生産されるようになった１）．

次に職工数でみた工場規模について示したものが表４である．それぞれの工場数は増加して

いるが，中でも１０～２９名，３０～４９名，５０～９９名の工場数は約２倍増加している．また，昭和１３

年には５００名以上の工場が３工場あった．そのうち，１社は台湾紡績株式会社で，日本への農

産品輸出の際に用いられるヘンプ糸の生産を行っていた２）．

戦前台湾において綿糸生産が行われていなかったことを考えると，綿糸は日本からの移入に

依存せざるを得なかったわけだが，１９３０年代末に綿織物の約４分の１が台湾で生産されていた

ことは，この時期に台湾において綿製品の消費財の自給化が急速に進んだことがいえるであろう．

しかし，当時の台湾における綿紡織品の生産はごく僅かであった３）．台湾の工業における紡

織業の占める割合に関しても，１９４２年の時点での全工業生産額における紡織業の占める割合は

約１．７％を占めるにすぎなかったが４），１９３０年代半ば以降，台湾紡織業は，規模は小さいなが

らも，織物，撚糸，メリヤス，縫製といった紡織業の裾野にあたる業種を中心に発展を遂げて

いたのである．

表４ １９３０年と１９３８年の台湾紡織業工場規模の推移

出所：台湾総督府殖産局『工場名簿』昭和５年，１３年度版より，筆者が作成．

製 糸 紡 績 撚 糸 織 物 メ リ ヤ ス

１９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年

１名

２～９名 １ ２ １ ４ ６

１０～２９名 ２ ６ ３ １ ４ ８

３０～４９名 ６ ４ ５ ２ １

５０～９９名 ２ １ １ ２

１００～４９９名 １ １ ３ ２ １ １

５００名以上 １ ２

小 計 １ ０ １ １ ４ １３ １３ １２ １１ １８

製 綿 染 色 網・縄製造 縫 製 業 サイザルヘンプ

１９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年 １９３０年 １９３８年

１名 ６ ７ ４

２～９名 １９ ２４ ４ １ ３ １０ ４０ ４９

１０～２９名 ２ ７ ７ ２０ ２

３０～４９名 １ ２ １ １

５０～９９名 ２ １

１００～４９９名

５００名以上

小 計 ２５ ３１ ４ ５ ５ １７ ４８ ７３ １ ４
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�．戦後の台湾綿紡織業の発展

（１）経済復興期の台湾綿紡紡織業

前節で述べたとおり，戦前日本に綿製品の大半を日本からの輸入に依存していた台湾は，終

戦以降日本からの紡織製品の供給が途絶えたために，主に中国から綿製品を輸入せざる得なく

なった５）．しかし，戦前に建設された小規模な各種紡織工場による紡織品生産は増加していた．

終戦直後の綿紡織製品の生産状況と生産設備の推移についてみたものが次の表５・６であ

る．１９４５年と１９４８年の数値を比較してみると，綿糸生産は約３．８倍，綿布生産は約１２倍，麻袋

の生産は約２倍となっており，中でも綿布の生産は約１２倍とその成長は著しい．また１９４５年と

１９４８年の紡績機と動力織機の増加についてみてみると，紡績機が２１９％増加しているのに対し，

動力織機の方は４１８％増加している．

ここで，戦前と戦後の綿布の生産を比較すると，１９４７年にはその生産量は６５６万５，６８５ヤード

で，戦前の綿布生産量がもっとも多かった１９３５年の６８６万５，０８８ヤードまで回復をみせ，翌年に

は１，３８３万９，３３９ヤードとさらなる増大が見られた６）．ここで注意しなければならないのは，そ

の驚異的な回復力である．終戦によって台湾は日本からの綿製品の輸入の道が閉ざされたにも

表５ １９４５～４８年の綿製品生産状況と紡績機・動力織機数

出所：黄東之「台湾之綿紡工業」（台湾銀行経済研究室編『台湾銀行季刊』第７巻第１期，１９５４年）p．６と
白石（梁世昌訳）「日本綿業界眼中的本省綿紡織工業」紡織界週刊第３１期 p．９より作成．

表６ １９５１年度の台湾紡織業の内訳

出所：綿紡織工業会，メリヤス工業公会，省工業会，タオル業会合編「台湾紡織工業概況」（紡織月刊社
『紡織界月刊』第１号，１９５２年）p．３６．

年 度 綿糸（㎏） 綿布（m） 紡績機 動力織機

１９４５年 １９４，６６４ １，０１５，６７８ ９，５４８ ４２８

１９４６年 ４０１，１８２ ２，４９２，６９６ １０，６６４ ７９４

１９４７年 ４１１，３７３ ６，０００，９９２ １４，５６４ １，０８７

１９４８年 ７３０，２２９ １２，４５５，３９６ １８，１０８ １，７９１

業 種 工 場 数

綿 紡 織 業 ４０９

メ リ ヤ ス 業 １６０

タオル製造業 ３４

染 色 業 １０

毛 麻 紡 織 業 ８

そ の 他 １３５

合 計 ７５６
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かかわらず，わずか３年の間で戦前水準までに回復したのは，紡績機・紡織機の台数が増加に

よるものである．また，前節で触れたように，戦前より織布業やメリヤス業の成長があったこ

とと関連があるといえよう．

表６は１９５１年の台湾紡織業の内訳についてみたものであるが，綿紡織業については４０９工場

と全工場数の半分以上を占めている．後にふれるが，戦後中国より紡績業・織布業が台湾へと

移転してくるが，紡績業に限っては政府によって新規参入が禁止されていた．表６の綿紡織業

のうち４０９の工場が綿布業を営んでいたことがわかる．もちろんこれらの工場の内には戦後台

湾へ移転してきた織布業者も含まれるであろうが，その大半は戦前から存在する台湾人織布業

者であったことは容易に想像がつく７）．

（２）紡績資本の流入とアメリカ援助の再開

１９４９年以降，台湾における紡織業は転機を迎える．契機となったのは，中国からの紡績資本

の流入とアメリカ援助（以下，米援とする）の再開である．紡績資本の流入は，１９４９年の国民

党の台湾遷都に伴って，中国から紡績資本が台湾へ移転してきた．これら紡績業の設立年およ

びその生産設備についてみたものが表７である．

この時期に設立された紡績企業は戦前の台湾紡績株式会社を接収して設立された台湾工礦公

司をのぞき，すべて１９４９年から１９５３年に設立されたもので，合計１１社にのぼる８）．この間の錘

数増加についてみてみると，１９４６年には日産を接収した台湾工礦公司の９，５４８錘であったのに

対し，１９５３年には１６８，９７２錘へと約１７倍増加している．この時期の綿糸生産量については，１９４６

年が２，２６１件であったのに対し，１９５３年には約３３倍の７４，８２２件へ急激な伸びを示している．中

国からの紡績資本の流入により紡績資本の流入により，台湾における綿糸の本格的な生産が可

表７ 戦後台湾綿紡績業の創設と錘数の推移 （単位：錘）

出所：黄東之，前掲資料，p．２１

会 社 名 創設年 操業開始 １９４６年 １９４７年 １９４８年 １９４９年 １９５０年 １９５１年 １９５２年 １９５３年

台 湾 工 礦 戦前 １９４６年 ９，５４８ １４，５６４ １４，９８８ １５，６６７ ２０，６６８ ２５，６６８ ２５，６６８ ２５，６６８

中国紡織建設 １９４９年 １９５１年 １０，６０８ １０，６０８ １０，６０８

華 南 紡 織 １９４８年 １９５１年 ３，１２０ ３，１２０ ３，１２０ ３，１２０ ３，１２０ ５，１２０

大 秦 紡 織 １９４９年 １９４９年 ５，０００ １３，９９２ １７，９３２ ２９，４００ ２９，６５２

雍 興 実 業 １９４９年 １９５０年 ７，２００ １２，６００ １９，５７６ ２１，５６０

申 一 紡 織 １９４９年 １９５０年 ５，０４０ ５，０４０ ５，０４０ １６，２４０

台 北 紡 織 １９５０年 １９５１年 １，０００ １３，２００ １３，２００

台 元 紡 織 １９４９年 １９５１年 １０，３６８ １０，３６８ １０，３６８

六 和 紡 織 １９４８年 １９５２年 ３，２００ １０，０００ １，０００

彰 化 紡 織 １９５１年 １９５２年 ６，４８４ ６，４８４

台 中 紡 織 １９５２年 １９５２年 ６，０００ １０，０００

遠 東 紡 織 １９５２年 １９５３年 １０，０００

合 計 ９，５４８ １４，５６４ １８，１０８ ２３，７８７ ５０，０２０ ８９，５３６１３９，４６４１６８，９７２
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能になった９）．

続いて原綿輸入について見てみよう．

１９５０年の朝鮮戦争勃発により，それまで中断されていた米援が再開されたことにより，台湾

への原綿輸出が始まった１０）．米援は当時農工原料および民政物資に欠乏していた台湾経済の安

定・自立をはかることを主眼として援助が行われた．紡織業に対しては，原綿，綿製品，紡績・

紡織機器等の援助が行われ，中でも，アメリカの公法４８０号による原綿の余剰農産物援助は，

外貨不足で原材料輸入が困難であった台湾紡織業にとって天恵ともいうべきものであった１１）．

表８は１９５０年から１９６０年までの台湾の原綿輸入の状況についてみたものである．そのうち輸入

の約９０％が米援によるものであり，外資不足で原綿の一般輸入が厳しく統制されていた時代状

況を考えると，この時期の台湾紡織業にとって，非常に大きな意味を持ったことは言うまでも

ないであろう．

（３）政府による幼稚産業保護政策

以上のような事態を受けて，政府は１９４９年に「台湾省奨励発展紡織業弁法」を制定し，翌年

には台湾区生産事業管理委員会に「紡織小組」を設け，紡織工業の保護育成に乗り出した．ま

た，財政部は「暫改進口税率」を公布し，綿製品の関税を引き下げ，台湾での綿製品生産の拡

大に努めた１２）．しかし，ハイパーインフレの影響を受け綿糸綿布価格が高騰したのと，朝鮮戦

争勃発によって綿製品の国際価格が上昇したために，１９５１年に「管制綿布進口弁法」を制定し，

綿布の輸入を制限した．続いて，「紡織小組」を台湾区生産事業管理委員会から経済合作署と

米援会の管理下へ改組した．この改組の主な目的は，綿製品の生産・流通の管理と監督を通し

て，綿製品価格の高騰の防止と綿製品輸入による外貨流出の抑制を行うことであった１３）．また，

政府は１９５１年に「配紗布弁法」を制定し，紡織業に対する政策立案，分配，生産管理などの管

表８ 台湾の綿花輸入の状況 （単位：ポンド・千ドル）

出所：台湾経済研究院編『紡織工業個案研究』（中華民国中小企業之発展専題（１１），１９９２年）p．６７．

年 度
商 品 輸 入 米 援 輸 入 合 計

数 量 金 額 ％ 数 量 金 額 ％ 数 量 金 額

１９５０年 ３６８．２ ２，４２０ １０．３ ３，２０７ ２２，４０１．０ ８９．７ ３，５７５．２ ２４，８２１

１９５１年 １３．８ ９８ ０．１ ９，６２８ ９３，１６３．０ ９９．９ ９，６４１．８ ９３，２６１

１９５２年 １，３５８．９ １１，５６６ １１．１ １０，８５８ ９４，０４７．０ ８８．９ １２，２１６．９ １０５，６１３

１９５３年 ４，４６２．６ ５３，８０３ １６．９ ２１，８８０ ２０１，０１３．０ ８３．１ ２６，３４２．２ ２５４，８１６

１９５４年 ９４３．７ １１，９１８ ３．２ ２８，４２９ ３１９，６０７．０ ９６．８ ２９，３７３．０ ３３１，５２５

１９５５年 １，２８２．０ １９，０６４ ４．３ ２８，４８４ ３４１，２３７．０ ９５．７ ２９，７６６．３ ３６０，３０１

１９５６年 １，６１６．１ ３３，４３５ ７．３ ２０，５４９ ３１３，９８１．０ ９２．７ ２２，１６５．３ ３４７，４１６

１９５７年 ２，００８．３ ４０，３１５ ６．５ ２８，８２６ ４１１，４１１．０ ９３．５ ３０，８３４．２ ４５１，７２６

１９５８年 ６３１．０ ９，７５２ ２．３ ２７，１５８ ３８１，０８３．０ ９７．７ ２７，７８９．４ ３９０，８３５

１９５９年 ３，２７９．８ ５８，４６７ １１．０ ２６，４９９ ５０１，２６６．０ ８９．０ ２９，７７８．３ ５５９，７３３

１９６０年 １３，５２５．５ ２４６，７５９ ３１．１ ３０，０２５ ５４４，６８５．０ ６８．９ ４３，５５０．２ ７９１，４４４
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制措置を講じた１４）．

１９５０年に政府は代紡代織制を施行した．代紡代織制は，政府が綿製品を統制することによっ

て，綿紡製品の価格の急騰を防ぎ，綿製品の価格安定をはかることがその主な目的であった．

代紡代織制の仕組みについて説明すると，代紡制は，中央信託局が管理の下，原綿を紡績会社

に委託加工に出し，綿糸の生産を行わせるというものであった１５）．その仕組みは，①中央信託

局が綿紡績会社へ綿花の加工を委託，②綿紡績会社は糸を生産し，それを政府に納入し，出来

高に応じた加工賃を現金または綿花現物を受け取り，③紡織小組は綿糸の公定価格を決定し，

綿糸は代織契約または各種公会へと分配されるというものであった．紡績会社が加工賃につい

ては，２０番手綿糸１件につき加工賃として１，６００元が支給（後に１，５００元となる）された．現物

支払いについては２０番手綿糸１件につき原綿６５０ポンドを基準として，糸の番手に応じて現物

を支給するというものであった．

代織制は，代紡制で生産された綿糸を綿布業者に委託加工をさせるものであった．綿糸の流

通は，代紡制と同じく中央信託局の管理のもと，各同業公会へ配給が行われた．主な分配先と

しては紡織公会，メリヤス公会，タオル公会，工業会といったものが中心であった．委託加工

に出された綿布は紡織小組が公定価格を決定し，市場へ流通させた．委託加工料は白細布１疋

を基準として３７元の加工賃が織布業者に支給された．

図１は代紡代織制が行われた１９５２年度の綿糸分配の内訳をみたものである．その内訳をみる

と，代織契約４１％，紡織公会２１％，メリヤス公会６％，タオル公会７％，軍１０％，漁業２％，

その他４％，落札販売７％となっている．代織契約は全体の４１％を占めているが，この代織契

約分については中央信託局が各織布業者へ委託加工に回した分である．つまり，台湾で流通し

ている綿糸の内，４１％が中央信託局による管理下にあった．代織に出された綿糸は再び中央信

図１ １９５２年度の綿糸分配内訳（単位：件）

出所：王景陽「本省的棉紗消費問題」（紡織月刊社『紡織月刊』第６０期，１９５５年），pp．６～７より作成．
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託局へ納入され，その価格は紡織小組の審議にて価格が設定された．また，代織契約の対象者

の中心となったのは，織機を併設する紡績工場や紡織公会であった．

代紡代織制の意義は，生産条件が整ってさえいれば，自前の生産資金をほとんど使用せずに

生産が可能になり，製品の販路と高い利潤が保証されるというメリットがあった．また，中央

信託局による流通管理により，請負業者にとっては安定的に原料が供給されるという側面も

あった．なかでも，１９４９年に国民党と共に台湾へ移った紡績資本にとって，代紡代織制な意味

を持ったといえよう．綿糸生産については，紡績工場の新規設立の禁止によって，紡績業にお

いては寡占状態が形成され，そのもとで紡績資本は莫大な資本蓄積が可能となった．また，綿

布生産に関しても，綿糸の分配が織機を併設する紡績資本に対して優先的に行われた１６）．

以上のように，１９４９年前後中国からの紡績資本の流入とアメリカ援助の再開により，綿糸・

綿布の生産は増大し，綿紡製品価格の急騰は収束し，価格の安定が図られたため，代紡代織制

図２ １９５３年度綿糸分配の内訳（単位：件，％）

出所：王景陽，前掲論文，pp．６～７より作成．

図３ １９５４年度綿糸消費の内訳（単位：件，％）

出所：王景陽，前掲論文，pp．６～７より作成．
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による綿紡製品の管制措置は１９５３年７月に解除されることとなった．

１９５３年７月に代紡代織制が解除され，中央信託局が販売する以外の綿糸は，各紡績工場によっ

て市場へ販売された．中央信託局によって販売された綿糸の分配状況を示したものが図３であ

る．一番目を引くのがその他の項目である．これは中央信託局が代紡代織制期に保有していた

綿糸を一般市場へ売却ものである．紡績工場自家消費は１万９千件で全体の１７％を占めている

が，これは織機を併設していた紡績工場の綿糸消費分であり，紡績工場が綿糸・綿布の一貫生

産を行っていたことを物語っているといえよう．市場流通は紡績工場が市場への売却分を示し

ている．

次に１９５４年の綿糸の消費内訳についてみてみると，代紡が１８，３５７件，自家消費が３８，３４５件，

市場販売６８，７９７件となっている．この代紡部分は，韓国政府の依頼を受け，政府が輸出用綿糸

の生産を紡績工場へ委託し，生産された綿糸の量である．自家消費用については，１９５３年と比

較すると約２倍増加しており，紡績工場での綿糸・綿布の一貫生産が進んだことが考えられる．

表９は１９５４年の紡績工場の綿糸消費量内訳と併設織機台数についてみたものである．１９５４年の綿

糸生産量（綿糸１万９，５４６トン）から，各紡績工場の自家消費量を計算すると約６，９５８トン（１

件＝４００ポンド，１ポンド＝０．４５３６キログラムとして計算）となり，全体の綿糸生産量のうち

約３５．６％が自家消費用として消費されていたことがわかる．また，１９５４年度の紡績工場１０社の

付設織機台数は全体の２５％を占めていた１７）．

以上のように，代紡代織制と「配紗布弁法」による綿製品市場に対する管制措置は，綿製品

価格の上昇は抑制と台湾での綿糸・綿布の管理を目的としたものであったが，綿製品価格の抑

制において一応の効果はあった．図４は１９４９年から５７年までの綿糸・綿布の物価指数を示した

ものである．

代紡代織制が行われた１９５０年から１９５３年までの綿糸と綿布の物価指数についてみてみると，

綿糸については１９５０年２６９，１９５１年４９９，１９５２年４３４，１９５３年４６５と推移している．一方，綿布に

表９ １９５４年の紡績工場の綿糸消費量内訳と併設織機台数 （単位：件）

出所：廬楽山「最近綿紗供給失調的問題」（『紡織界月刊』第６０期，１９５５年３月）p．１３．

１０番手 ２０番手 ３０番手 ４０番手 細 糸 合 計 付設織機数

工礦公司台北工場 ２ ２，８５９ ２，８６１ ４００

工礦公司烏日工場 ３，７８４ ３，７８４ ２３５

中 紡 公 司 ５，７９１ １０３ ５，８９４ ３３６

雍 興 公 司 ４，６４９ １５６ ４，８０５ ４２０

台 北 公 司 １，１９２ ２，９０６ ２５ ５ ４，１２８ ２４０

大 秦 公 司 １，２４１ ２，０７４ ５９５ ２１４ ４，１２４ ４８９

中 一 公 司 １，０１４ ３，４７４ ６５ ２５６ ４，８０９ ３２５

台 元 公 司 １００ １，９１１ ３９ ２，０５０ ２００

遠 東 公 司 ７２６ ８２７ ４２９ ８３ ２，０６５ １６０

六 和 公 司 ４４９ ２，４５１ ８７７ ２５ ２５ ３，８２７ １６０

合 計 ４，７２４ ３０，７２６ ２，２８９ ５８３ ２５ ３８，３４７ ２，９６５
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ついては１９５０年３００，１９５１年７３７，１９５２年８４３，１９５３年５６９となっている．１９５０年から米援が開始

され，本格的に綿糸生産が可能となり，綿糸・綿布の生産が増大したにもかかわらず，綿糸・

綿布の価格高騰が起こったのはなぜであろうか．その根底には，この時期の台湾経済における

インフレーション圧力と，統制下の綿製品の供給不足がある．代紡代織制は先にも述べたとお

り，委託加工の代金は現物支給か現金よって支払われていたが，現物支給については紡織小組

によって決定された公定価格が適応された．一方，各紡績業・織布業者は，各種同業公会の聯

営処に納入するか，またはそのまま自由市場へ売却していた．各種同業公会の聯営処への納入

価格は，中央信託局の管理のもとに公定価格が設定されたのに対して，市場への供給分はそれ

こそ自由価格であった．つまり，中央信託局による統制価格と自由市場での自由価格という二

重価格が生じたのである．そのため，投機的商業活動が活発に行われた１８）．

（４）綿紡織品輸出の開始と台湾国内市場

１９５２年度の綿糸産出量が１３，５７６トン，綿布生産量が８，７６０万ヤードであるのに対して，１９５３

年度の綿糸生産量は１９，５４６トン，綿布生産量が１億３，３６０万ヤードと，それぞれの生産量は大

きく増大した１９）（表１０参照）．綿糸・綿布の生産量が増大した結果，綿糸・綿布の需要は満た

され，綿糸・綿布の市場価格は下がり始めた．

また，先述した韓国への輸出を皮切りに，綿製品の輸出促進を試みた２０）．まず，経済安定委

員会は綿製品の輸出促進するために，１９５４年３月に「省産紡織品外銷弁法」を制定した．「省

産紡織品外銷弁法」は，①すべての綿紡製品に関して民間業者が自由に輸出することを許可す

る．②綿製品輸出を行う業者については原綿の輸入税の払い戻し税制度を適応する．③輸出で

図４ １９４９～５７年の綿糸・綿布物価指数

出所：林邦充「台湾綿紡織工業発展之研究」（台湾銀行編『台湾銀行季刊』第二十巻第二期，１９６９年），林
邦充，前傾論文，p．１１１より作成．
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得た外貨のうち，７２％を輸出実績として計算し，綿製品生産の原料購入代金に充て，残りの

２８％は台湾銀行に貯蓄して綿紡製品生産に必要な機器などの購入代金に充てる．④輸出を行っ

た業者に対して６ヶ月を期限とした月利０．９％の低金利借款を供与するといった内容のもので

あった．

「省産紡織品外銷弁法」の制定を受けて，１９５４年は３３万６千ドル分の綿製品が輸出されるが，

これらは政府間の綿製品の貿易取り決めによるものが大半で，民間による輸出はほとんど行わ

れなかった．それは，国内販売価格と輸出価格のギャップに起因する．２０支綿糸１件当たりの

販売価格は合計３，５２６．０８元であり，１９５４年の２０支綿糸の市場平均価格が４，６８２．７元であり，輸

出を行うよりも国内市場へ販売した方が利潤が大きかったためである２１）．

（５）「臨時配紗弁法」による管制措置

１９５５年７月に政府は「臨時配紗弁法」を発布し，再び中央信託局による管制措置をとった．

また，同年１１月に「配紗小組」を設置し，綿製品の生産・流通に対する管制措置をひいた．そ

の理由は１９５５年に入り再び綿製品の価格が上昇したためである．「臨時配紗弁法」では，各綿

糸工場で生産された綿糸は中央信託局が公定価格決め，中央信託局が定めた分配基準に則り２２），

各綿布業者に分配を行うものであった．綿糸・綿布価格の上昇の背景には，原綿輸入の伸び悩

みと紡績工場による自家消費の増加が考えられる．

表８にみられるとおり，１９５４～５６年にかけての原綿輸入量は，それぞれ２９，３７３ポン

ド，２９，７６６．３ポンド，２２，１６５．３ポンドとなっており，減少傾向にある．一方，綿糸・綿布の生

産量は，それぞれ２万３，６４１トン，２万５，１１１トン，２万４，４３６トン，１億６，６６０万メートル，１

億６７２万メートル，１億４２４万メートルとなっており，ほぼ原綿輸入量の増減とリンクしており，

そのため，綿糸・綿布生産は原綿輸入量に大きく左右されていたことがわかる．一方，１９５４～

５６年には紡績工場の織機付設台数が増加し，紡績工場の綿布生産の増大があったが，その一方

で紡績工場での自家消費が拡大したことにより，市場への綿糸供給減少を招き，綿糸価格の上

表１０ 綿糸・綿布生産量の推移（単位：トン・百万メートル）

出所）林邦充「台湾綿紡織工業発展之研究」（台湾銀行編『台湾銀行季刊』第二十巻第二期，１９６９年）p．８１．

年
綿 糸 綿 布

年
綿 糸 綿 布

生産量 生産量 生産量 生産量

１９４６年 ４１０ ２．６ １９５３年 １９，５４６ １３３．６

１９４７年 ４１１ ６．２ １９５４年 ２３，６４１ １６６．６

１９４８年 ７３０ １２．８ １９５５年 ２５，１１１ １６７．２

１９４９年 １，８０５ ２９．８ １９５６年 ２４，４３６ １４２．４

１９５０年 ３，１１５ ４０．８ １９５７年 ２７，８９９ １５５．５

１９５１年 ７，２５５ ５７．６ １９５８年 ２７，４８２ １４７．２

１９５２年 １３，５７６ ８７．６ １９５９年 ３０，７２０ １５６．１
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昇が起こった（図４参照）２３）．

表１１をみると，綿糸の分配状況は，紡績工場が５６，３９１件（約４３％），綿布業者および織布業

者が４７，３６０件（約３６％），特別仕様戸が２３，９５５件（約２１％）となっており，紡績工場への分配

が大きくなっている．これは紡績工場に対する綿糸の分配が優先的に行われていたことを示し

ているといえよう２４）．また，中央信託局より分配された綿糸は，そのため，配給を受けること

のできなかった綿布業者は中央信託局の定めた価格より高い綿糸を闇市から購入し，綿布を生

産していた．また，綿糸の分配を受けた綿布業者の一部は綿布を生産せずに，配給された綿糸

を闇市に横流しして利益を得るといった投機的行動を行うものが多く，なかなか闇市の撲滅に

は至らなかった．

以上のことを憂慮した中央信託局は綿糸管理を緩和する必要があるとし，１９５７年６月３０日に

「台湾省区綿紡織品管理弁法」を公布し，翌日７月１日には「台湾省区綿糸供售細則」を公布

した．「台湾省区綿紡織品管理弁法」および「台湾省区綿糸供售細則」は，それまで制限され

てきた綿糸管理を緩和し，綿糸・織布・針織・タオル・織襪の５公会の権限を強化し，自立し

た形で綿糸の供給業務および綿製品の輸出業務を推進するために制定された．中央信託局は綿

紡・織布・針織・タオルなどの公会に綿糸売買証明書を配布し，これら５公会に綿製品製造の

ライセンスを与え，綿糸購入者と各綿紡績工場の間で直接綿糸の売買を行う措置を採った．ま

た，綿糸の供給量は業者間で調整され，調整された供給量は紡績小組の審査を経て各業者のも

とに供給されることとなった２５）．

�．おわりに

１９５０年代には代紡代織制，配紗弁法，臨時配紗弁法が制定され，政府による強力な統制がし

かれてきた．その中で紡績資本は政府によって原料の確保，製品の販路が保証され，資本蓄積

を行うと同時に，綿糸・綿布の一貫生産体制を確立し台湾紡織業において大きな位置を占める

に到った．その一方，綿布業，メリヤス業といった川中・川下部門は綿糸価格上昇の影響を受

けながら生産活動を行ってきた．このような紡績資本の寡占体制形成の過程で，紡績業の発展

は綿布・メリヤスなどの川中・川下部門にとってどのような意味を持ったのか，そして紡績資

本による寡占体制が形成される中で，紡績資本に比べ不利な生産状況にあった川中・川下部門

が後の輸出の担い手になりえたのであろうか，こうした問題の究明は他日の課題としたい．

表１１ １９５６年度綿糸の分配状況 （単位：件）

出所：中央研究院近代史研究所档案館資料『紡織工業』編号：機関３０―０１函号０８８分件０１．０００より作成．

紡 績 工 場 綿 布 業 者 特別使用者 合 計

５６，３９１ ４７，３６０ ２３，９５５ １３０，７０６
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註

１）台湾総督府殖産局『工場名簿』昭和５年，１３年度版．

２）台湾紡織株式会社は，台湾で独自に綿糸を生産するという目的のもと１９４１年に設立された．台

湾紡織株式会社は１９４２年に工事が着工され，同年から生産が開始されるが，生産設備の紡綻，

織布機は日本から持ち込まれたものであった．また，台湾紡織会社に続き，１９４３年に台湾繊維

株式会社と新竹紡織株式会社の設立が決定されるが，工場建設工事の途中で終戦を迎えた．ま

た上述の台湾紡織会社，台湾繊維株式会社および新竹紡織会社が設立される以前は，ボロ布を

ほぐし，それを再び紡ぐという破布紡綻で綿糸を生産していた．そのような破布紡綻は最盛期

で９１，３４２錠存在していた．しかし，破布紡綻による綿糸の生産状況，その使用形態，経営状況

については不明である．

３）周憲文「日據時代台湾之工業経済」（台湾銀行編『台湾銀行季刊』第８巻第４期，１９５６年）p．１３３．

４）黄東之「台湾之紡織工業」（台湾銀行研究叢刊『台湾銀行季刊』第５巻第２期，１９５３年）p．８６．

５）日本からの綿製品輸入は１９４９年より再開された．

６）黄東之，前傾論文，p．８６．

７）張潤蒼「業発展本省紡織工的展望」（紡織月刊社『紡織界月刊』第１号，１９５２年）p．１０）で

は，１９５１年の台湾の動力織機数を示しているが，そこでは動力織機以外に人力織機数もしるさ

れている．それによると，当時の人力織機数は１，９００台で，全月産量５８６万ヤードのうち，人力

織布による月生産量は１２３万ヤードであり，それらの大半が個人が営む織布業者であった．

８）これらの紡績業の内訳は，「台湾工礦公司」，「中興」，「雍興」，「台北」の４社は公営，その他の

８社が民営であった．台湾工礦公司以外の各紡績会社の出自についてみてみると，「中紡」につ

いては，名目上上海中紡公司の資本であるが，実質的には中央信託局の出資か，もしくは資金

供与によって投資された企業である．次に「雍興」は本土にいたときは中国銀行と中央信託局

の共同出資であったが，１９４９年に台湾に移った際に，改組して中国銀行の全額出資となってい

る．「台北」は交通銀行が１９５０年，新たに台湾で投資した紡織企業である．これらの「中紡」「雍

興」「台北」３社の出資者は中央信託局，中国銀行および交通銀行が出資者となっており，これ

ら企業は国民党政府と関係が強かったと考えられる．また「大秦」の資本主は大陸の大華紡織

公司，「申一」は上海の申一紡織公司である．「華南」の資本主は倪克定，「台元」は厳慶齢，「六

和」は宗仁郷，「彰化」は馬俊徳，「遠東」は徐有庠であり，これらはいずれも国民党政府と関

係の強い大陸系政商であった．

９）黄東之，前掲論文，p．３．

１０）１９４９年８月５日にアメリカ国務院は国民党政府に対する軍事・経済援助を中止するとした．

１１）公法４８０号による余剰農産物援助にはタイトル�～�の４つのカテゴリーがあり，タイトル�は

余剰農産物の売却によって得た現地通貨を台湾政府または民間企業に借款・援助の形で供与す

る．タイトル�およびタイトル�は現物贈与で緊急災害などの救済や開発事業などに従事する
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労働者への給付である．タイトル�はドル返済を要求される借款であった．

１２）１９５０年には綿花の関税を免税とし，綿糸は関税を５０％から５％に，綿布については６０％から２０％

へと引き下げを行った．

１３）国民党政府は１９５１年に「管制紗布進口弁法」を制定し，綿布の輸入を禁止した．

１４）「配紗布弁法」の主な内容は以下の通りである．①綿糸を必要とする消費者および合法的に綿糸

を使用するものは関連機関および中央信託局に綿糸供給の申請をすること．②輸入および台湾

省で生産された綿糸の価格は政府が決定する．③各工場および綿糸を必要とする消費者が綿糸

を購入した際には，予め設定された期間内に完全に消費しなければならない．また，綿糸の転

売，銀行の担保にすることを禁ずる．違反者は分配した綿糸を没収する．④分配された綿糸に

余剰を来した場合には，代織を司る綿布・衣料工場は余剰綿糸を中央信託局に返還しなければ

ならない．⑤綿糸・綿布の管理についての調査は随時行い，その業務は警務所が行う．⑥中央

信託局が分配する綿布の価格は，政府が上限価格を設ける．⑦設定された期間内に，各種の布

類の販売・購入が行われなかった場合，市場に影響を及ぼさないために，中央信託局が綿布の

分配先から原価で買い取る．

１５）綿花の紡績資本に対する販売で得た代金は米援台幣基金に積み立てられたこの米援台幣基金の

資金の使い道はその約３分の１が軍事関係への支出であった（笹本武治編『台湾経済総合研究・

上』（アジア経済研究所，１９６８年）pp．１９４～１９６）

１６）王景陽「本省的綿紗消費量問題」（『紡織月刊』第６０期．）pp．６～７．

１７）「五月�本省紡織要聞彙編」（『紡織界月刊』第６３期）p．３７．

１８）趙志 「棉紗問題剖析」（紡織月刊社『紡織界月刊』第５９期，１９５５年２月）p．３．

１９）「台湾綿紡織工業発展之研究」『台湾銀行季刊』第二十巻第二期，p．１０３．

２０）輸出の契機となったのは，韓国政府が１９５４年度の米援助資金獲得分７，０００万ドルのうち，２，０００

万ドルを綿紡織製品購入に充当すると発表したことによる．韓国政府の米援資金による綿紡織

品購入の発表が正式にされると，紡織公会は省産品外銷計画委員会を組織し，韓国での市場調

査を行い，台湾紡織品の輸出の可能性を検討した．韓国政府は台湾から紡織製品を輸入するこ

とを決定し，台湾から民生用綿糸３５０万ドル分，民生用綿布１６０万ドル分の購入を決定した（「省

産綿紡織品應争取向韓国輸出」（『紡織月刊』第４６期）p．１）．

２１）廬楽山「鼓励省産紡織品外銷弁法宣再放寛」（『紡織月刊』第５１期）p．８．

２２）綿糸の分配の基準は保有する織機台数をもとに決められていた．

２３）綿糸の生産コストを引き上げた要因として次の４点があげられる．①綿花の輸入関税の引き上

げ（綿花の輸入関税は１９５４年１月より５％から１０％と引き上げられた），②原綿価格の上昇にと

もなうコストの上昇，③電力価格引き上げによる生産費用の上昇（１９５４年より３６％電気代が引

き上げられた），④１９５３年末の機械設備価格の上昇などがあった（廬楽山，前掲論文，p．１３）．

２４）特別仕様戸とは，軍事用の衣料用や漁業用の網といったものを生産する業者を指し，それらの
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特別仕様戸の中にはそのような製品を委託加工する紡績資本が含まれている．

２５）林邦充「台湾綿紡織工業発展之研究」（台湾銀行編『台湾銀行季刊』第二十巻第二期，１９６９年）

p．１０４．
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Development of Taiwanese Cotton Spinning and Weaving Industry in１９５０’s ;

Focus on the Import Substituting Policy of Taiwan

Atsuki Zusa＊

Abstract

This study is aimed at investigating the development of Taiwanese cotton spinning and

weaving industry in１９５０’s. The subject of this study is the import substituting policy in

１９５０’s and the trend of the cotton spinning and weaving industry of Taiwan.

As a result of the analysis, the spinning capital of this time received cordial protection

of the government, and formed the oligopolistic system. On the other hand, a private

Taiwanese small and medium-sized enterprise came off from the object of the protection of

the government, and did a painful production activity. This indicates that the import

substituting policy did not target a private small and medium-sized enterprise but targeted

the spinning capital.

Key words

Developing countries, Asian four tigers, Import substituting policy, Export Oriented

Industrialization, Taiwan spinning and weaving industry
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